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内航船員数1
（1）モーダルシフト

1

（2）海運モーダルシフト大賞

（3）GHG削減の取り組み

内航船員数は貨物船と旅客船の船員を合わせて、28,625人である。

船舶は輸送効率が良く環境に優しい輸送モード
であり、また近年のトラック運転手不足等を背
景に、海運へのモーダルシフトを更に推進する
ことが求められています。モーダルシフトの重
要な受け皿である中距離フェリー・RORO船航
路においては、近年新規航路開設や代替建造等
による輸送力増強が図られているところです。

エコシップ・モーダルシフト事業実行委員会（日本長距離フェリー協会、日本内航海運組合総連合会、フェリー・RORO船・コンテナ船・
自動車専用船の事業者及び国土交通省で構成）は、海上貨物輸送を一定以上利用してCO₂削減に取り組んだ荷主、物流事業者を選定して、
エコシップマークの使用を2年間認めています。また、国土交通省は、特に環境負荷の低減に貢献したと認められた荷主・物流事業者
を選定して海事局長表彰を行い、さらにその中で革新的な取組を行い、最も貢献度の高い事業者には、「海運モーダルシフト大賞」を授
与しています。

内航海運のGHG削減の取り組みは、パリ協定の枠組み内で実施しています。
日本政府の後押しを受けつつ、削減目標に向け対応を進めています。

さらなる低・脱炭素化に向けた課題を洗い出し、産官学連携で今後の脱炭素化に向けた方策を検討しています。

出典：国土交通省海事局

内航船員の年齢構成2
50歳以上の割合が約45%であるが、30歳未満の若年船員の割合は微増傾向にある。

出典：国土交通省海事局

（注） ①2021年10月現在。
　　 ②端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。

（注） ①海事局調べによる（2005年までは国土交通省「船員統計」による）。
　　 ②船員数は乗組員数と予備船員数を合計したものであり、わが国の船舶所有者に雇用されている船員である。
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25歳未満 （9.3％）

30歳未満 （9.0％）

35歳未満 （8.5％）

20歳未満 （1.4％）

40歳未満 （8.1％）

45歳未満 （8.9％）
55歳未満 （10.6％）

50歳未満 （10.2％）

60歳未満 （11.1％）

60歳以上 （22.9％）

出典：国土交通省海事局

出典：日本船主協会

出典：日本船主協会

●船舶の燃費性能や運航時のCO2排出量等を
「見える化」することで、荷主、オペ・船主
等が、省エネ・省CO2化の取り組みを導入

●モーダルシフトによる排出量削減効果の
　「見える化」を推進

2050年に向けてさらなる排出削減の加速

深堀りした2030年排出削減目標※の達成

低・脱炭素化船の開発・普及促進
運航効率改善の促進

※181万t-CO2削減（2013年度比で約17％減）

●荷主等とも連携することで現在の省エネ船を超え
る省エネ性能を有する連携型省エネ船の開発

●連携型省エネ船、LNG燃料船、燃料電池船等
の低・脱炭素化船の普及促進

●低・脱炭素化船の導入環境整備

●ウエザールーティングの活用や荷主と連携
した運航改善の取り組みを展開・推進

●陸電の活用等による停泊中の排出削減を推進
（カーボンニュートラルポート施策と連携）

低・脱炭素化船の開発・普及

● 既存船の減速運航
● 省エネ船型や高効率エ

ンジン、省エネ技術等
の積極的導入

● DX技術の活用による運
航効率化

内航海運各社による
主な取り組み例

● モーダルシフト※の推進

荷主企業による
モーダルシフト推進

● 国土交通省による「内航
船省エネルギー格付制
度」

● 省エネ船型や高効率エン
ジン、省エネ技術等の積
極的導入

● （独）鉄道・運輸機構（JRTT）
による省エネ内航船等促
進に向けた支援

国・関係機関による
主な取り組み例

● 国土交通省「内航カーボ
ンニュートラル推進に向け
た検討会」における産官学
共同の検討

産官学連携による
主な取り組み例

● 「経団連カーボンニュート
ラル行動計画」への参画

● 国による各種支援策

【取り組むべき施策の方向性】
運航効率の一層の改革 省エネ・省CO2の「見える化」の推進

日本内航海運組合
総連合会による
主な取り組み例

※モーダルシフト：運送方
式（Modal）の転換（Shift）
を指す。具体的には、環
境問題や労働力問題など、
制約要因が顕著になてき
たトラック運送から、環
境負荷が少なく高効率的
な大量輸送機関である船
舶や鉄道輸送に転換する
こと。

転換前

工場など

工場など

納品先など
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転
換
拠
点
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モーダルシフト

●水素・アンモニア燃料船の商用化に向けた技術開発・実証
●ガス燃料船に対応した安全基準等の整備

海運のカーボンニュートラル・ゼロエミッションに
向けた取り組み

内航船員 環境保全

GHG削減目標達成に向けた内航海運の取り組み




